
 
 

リアアップ助成金 

キャリアアップ助成金は、

雇用期間の定めがある非正

規社員の企業内でのキャリ

アアップを促進するため、正

社員化等を実施した事業主

に対して助成金を支給する

制度です。 

本助成金の正社員化コー

スでは、有期雇用の非正規社

員を正社員等に転換、または

直接雇用した場合に助成金

が支給されますが、限定正社

員制度を新設した場合の加

算措置があります。具体的に

は、勤務地限定正社員制度、

職務限定正社員制度、短時間

正社員制度（令和３年度予算

により４月１日から追加予

定）が加算対象とされます。 

◆段階的な正社員登用制度

の構築がおススメ 

これまで正社員登用制度

のなかった企業において、一

直線に正社員への登用制度

を整備するのは、人件費の面

で負担増となることも考え

られます。また、在籍中の契

約社員やパートタイマーに

正社員志望者がいなければ、

設ける意味がありません。 

優秀な人材を確保したいと

いう企業において、すでに実

績がある非正規社員に正社

員になってもらうというの

は有効な方法の１つですの

で、上記で紹介した限定正社

員制度の導入から始めて、段

階的に正社員登用制度の構

築を進めてみてはいかがで

しょうか。 

 

コロナ禍における働き方

の変化と求職者の企業選

びへの影響 
◆変化を余儀なくされた働

き方の概念 

新型コロナウイルス感染

症の蔓延は、企業が従業員の

働き方を考えるうえで、大き

な影響を与えました。二度の

緊急事態宣言などをきっか

けに、「出社して働く」とい

うこれまで当然のように続

いていた働き方の概念も、劇

的に変化しました。特に、こ

れまでテレワークなどにま

ったく取り組んでこなかっ

た中小企業にとって、ここ１

年の労働環境の急変は、イン

パクトの大きいものだった

はずです。 

◆企業選びにも変化が 

一方、このような働き方の

変化がもはや日常化するな

かで、労働者の意識も徐々に

変化してきているようです。 

「コロナ禍での企業選び

の軸の変化」に関するアンケ

ートによれば、４割が「コロ

ナ禍で企業選びの軸が変わ

った」と回答したそうです。

特に重視するようになった

企業選びの軸としては、上位

から「希望の働き方（テレワ

ーク・副業など）ができるか」

（42％）、「企業・事業に将

来性があるか」（38％）、「勤

務時間・休日休暇・勤務地が

希望に合うか」（35％）が挙

がっており、年代別にポイン

ト差があったものとして、「希

望の働き方（テレワーク・副

業など）ができるか」（20代：

47％、30代：47％、40代以上：

35％）、「経験・スキルが活

かせるか」（同：8％、11％、

18％）が挙がっています。 

◆労働者の考え方の変化にも

意識を向けることが必要 

コロナ禍で促進された柔軟

な働き方の導入は、多くの労

働者にとって、特にワークラ

イフバランスの面でメリット

を感じるものとなっていま

す。また、日常でオンライン

授業を経験している大学生も

台頭してくるこれからの採用

活動においては、何ら柔軟な

働き方を導入していない企業

は、悪い意味で目立つ存在と

なってしまうかもしれませ

ん。 

業種ごとに対応すべきテー

マは異なりますが、今後は、

コロナ禍で変化した労働者の

働き方や企業選びの考え方に

ついても意識を向けていく必

要があるでしょう。 

 

 

たが、内容がわからないなど

とした企業では、45.1％にと

どまっていました。 

◆待遇差をなくすための取

組み 

正社員・正職員とそれ以外

の労働者との間の不合理な

待遇差をなくすためにこれ

までに取り組んだ内容およ

び今後取り組む予定の内容

もまとめられています。 

その中で、今後に行う予定

とした割合のほうが多かっ

た取組みとしては、次のもの

が挙がっています。 

・退職金の導入や、退職金の

算定方法等の見直し 

・諸手当の導入や、算定方法

等の見直し 

・派遣労働者に係る制度や活

用のあり方の見直し 

基本的な賃金の算定方法

や算定要素の見直し等は当

然として、上記のような点も

今後の取組みとして意識す

る必要があるでしょう。 

この調査はパート・有期雇

用労働法の施行前に実施さ

れたものですが、自社の現状

としてはどうでしょうか。調

査は賃金や賞与、手当や休暇

制度等についての動向がわ

かる内容となっていますの

で、今後の取組みのために参

考にしてみてはいかがでし

ょうか。 

 

正社員登用制度の整備と

キャリアアップ助成金 
◆４月１日から中小企業で

も「同一労働同一賃金」が義

務化 

正社員と非正規社員の不

合理な労働条件の相違を禁

止する「同一労働同一賃金」

が、令和３年４月１日から、

中小企業に対しても義務化

されます。 

具体的には、諸手当、賞与、

退職金等の待遇について不

合理な相違があってはなら

ないというものですが、昨年

10 月に出された最高裁判決

では、賞与や退職金につい

て、不支給は不合理とはいえ

ないとの判断が示されたも

のもあります。 

◆注目される「正社員登用制

度」 

企業の一部には、賞与や退

職金について、正社員人材の

確保・定着を目的として設け

ているとして、非正規社員に

対して異なる扱いとする代

わりに、正社員登用制度を整

備する動きも見られます。 

◆非正規社員の正社員化を

進める際に活用できるキャ

パート・有期社員待遇改

善、どのくらい進んで

る？  

◆パートタイム・有期雇用労

働法の施行 

同一企業内における正社

員（無期雇用フルタイム労働

者）とパートタイム労働者・

有期雇用労働者との間の不

合理な待遇の差をなくすた

め、2020 年４月にパートタ

イム・有期雇用労働法（以下、

パート・有期雇用労働法とい

う）が施行されました。中小

企業への適用は、2021 年４

月１日からとなっています。 

法の施行を前に行われた

企業へのアンケートが（独）

労働政策研究・研修機構から

公表されましたが、今後の企

業対応について参考になる

点があります。 

◆待遇差の理由等について

どの程度、説明できるか 

パート・有期雇用労働法で

は、本人からの求めがあれ

ば、正社員とパート・有期と

の待遇差の理由等を説明し

なければならなりません。 

「大半の待遇差を、説明で

きると思う」との回答は、パ

ート・有期雇用労働法等につ

いて「内容まで知っている」

企業では 69.3％に上りまし
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